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研究成果の概要（和文）：本研究では，様々な海岸で観測された地形変化，波浪，海面水位のデータをもとに数
値計算モデルを構築し，過去の地形変化を再現するとともに，将来の海面上昇や波候の変化によって生じる地形
変化を予測し，波の遡上範囲の将来変化を示すことで，海浜における気候変動に伴うリスクを検討した。海面上
昇と波候の変化によってこれまでに経験したことのない海岸侵食，水際線の後退，波の遡上が生じる可能性があ
り，適応策の検討の必要性を示した。また，そのリスクは全球的に一様ではなく，海面上昇や波候変化の大きさ
の空間的な違いや海岸の特性によっても大きく異なることが予測された。

研究成果の概要（英文）：This study developed the numerical model for simulating shoreline changes 
based on the observation data of waves, water levels and beach profile changes at several beaches. 
The shoreline changes in the past were hindcasted by the model. The future shoreline positions and 
the wave runup due to the sea level rise and wave climate changes were also predicted. It was 
predicted that the sea level rise and wave climate changes would cause the unexperienced erosion, 
shoreline retreats and wave runup. The risks will be different among beaches due to the physical 
characteristics of the beaches and the spatial variations in the sea level rises and wave climate 
changes.

研究分野：海岸工学
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  １版

平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
気候変動に伴う外力変化によって海浜地形は大きな影響を受けると危惧されていながらも，そのリスクを定量的
に評価した事例は，これまでに前例がなく，本研究で海浜における気候変動の影響評価の手法を確立したこと
は，適応策の検討を行う上で非常に重要であり，全球スケールでの計画的な海浜保全事業の立案にも大きく寄与
すると考えられる。本研究によって構築された地形変化モデルは，将来における台風等の高波浪時における一時
的な侵食量等を評価することも可能なものであり，学術上の価値だけでなく，防災面での利用も期待され，社会
的な有益性も高い。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次報告書では，今後 100 年間の海面上昇量
は最大で 82cm という第 4 次報告書を大きく上回る予測値が公表された。また，気候変動によ
る風候の変化に伴って波候についても変化が生じ，平均波高や極値波高は全球的に多様に変化
することが報告されている。これらの変化に対して海浜地形にも大きな変化が生じると考えら
れ，特に潮間帯においては外力の変化によって大きな影響を受けると考えられる。海浜は防災
および環境の機能を有しており，全球的にどのような場所で，どの程度の侵食が生じるのかを
予測することは海岸管理上，非常に重要性が高い。特に我が国のような島嶼国においては国土
保全に係る重要な事案の一つである。 
海面上昇や波候変化は全球で一様なものではなく，地域によってその変化は様々である。ま
た，海浜の物理的環境（例えば，底質粒径や潮汐差）についても，海浜ごとに大きく異なる。
そのため，気候変動に伴った海浜の地形変化及びそのリスクを各海浜において予測・評価する
ためには，様々な海浜で適用可能な一般化されたツールが必要であった。 
海面上昇に対する海浜地形の変化を予測する手法としては，Bruun則と呼ばれる予測手法が
ある（図-1）。これは地形断面が水深によって規定されると仮定し，海面水位の上昇に従って地
形断面が平行移動することを用いたもので，その適用
のしやすさから，これまでいくつかの非常に有用な結
果が得られている。しかしながら，Bruun 則は平衡状
態における長期的な地形断面の変化を予測することは
できるものの，時々刻々変化する波に対する非平衡状
態の地形断面を予測することはできない。つまり，将
来における一回の台風などのイベントによって，一時
的にどの程度の侵食が生じ得るかといったことについ
ては予測できず，沿岸災害リスクを評価する上では不
十分であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，将来の気候変動による海浜地形変化を全球的に予測し，そのリスクを評価する
ことで，砂浜における気候変動に対する適応策の検討に資することを目的とした。具体的には，
波浪と海面水位の影響を考慮した潮間帯の地形変化を予測できる数値モデルを開発し，現地観
測データに基づいた過去再現計算を実施し，その精度を検証した。さらに，大気循環モデルと
波浪推算モデルによって予測された将来波浪データおよび将来海水準データに対応した将来シ
ナリオに対して，全球上の複数の海浜において将来の海浜地形変化を予測し，沿岸災害リスク
を評価した。 
 
３．研究の方法 
(1)概要 
 本研究では，全球における海浜地形変化予測の第一歩として，環太平洋圏の茨城県波崎海岸，
愛知県表浜海岸，カリフォルニア州 Ocean Beachを対象にした。なお，本研究実施期間中には
フランスの Porsmilin海岸，Truc Vert海岸，オーストラリアの Collorary-Narrabeen海岸などのデ
ータ収集・整理も合わせて行い，今後の研究発展に備えた。本研究は①地形変化モデルの構築，
②汀線変化の過去再現計算，③気候変動に伴う汀線変化予測とリスク評価の 3点を軸に実施し，
海浜地形の将来予測手法を確立させたことで，今後の全球の海浜地形変化予測に対して重要な
発展となった。 
 
(2)地形変化モデルの構築 
 本研究では岸沖方向の土砂移動による潮間帯付近の地形変化を対象とした平衡型地形変化モ
デルであり，波浪エネルギーを基本外力とするものである。モデルの基本式は式(1)で表され，
それぞれの波浪や海面水位に対応した平衡断面（平衡汀線位置）が存在し，現断面は平衡断面
に漸近するように時間的に変化するとした。 
 

(1) 
 
ここで，dys/dt：汀線変動量（前進を正），aforce：漸近の程度を表すパラメータ（漸近率），yeq：
平衡汀線位置，ys：現在の汀線位置，ε：残差である。なお，高波浪時における侵食は急速に生
じるものである一方，静穏時の堆積はゆっくりと生じるものであることから，平衡汀線位置へ
の漸近率 aforceは式(2)のように定式化した。 
 

(2) 
 
ここで，β：係数，Ef：沖波エネルギーフラックスである。 
本研究では，潮間帯の地形変化（汀線変化）を対象とすることから，波浪と海面水位に対応
した平衡汀線位置を式(3)のように定式化した。平衡汀線位置の定式化は，Bruun 則に基づいて

図-1 Bruun 則の概念図 



おり，時々刻々変化する波浪と海面水位に従って平衡断面も時々刻々変化することで，地形変
化が生じる。これにより，波候の変化による影響だけでなく，海面上昇によって生じる地形変
化を評価可能にした。また，モデルにはキャリブレーションが必要なパラメータが存在し，そ
れらは各海浜の観測データを用いて調整する必要がある。 
 
 
 
 

(3) 
 
ここで，yeq,fixed：平衡汀線位置，yeq,random：平衡汀線位置の不確実性を表す項，y0：波浪によって
求まる平衡汀線位置，ΔySLR：海面上昇による平衡断面の遷移に伴う平衡汀線位置の変化，ηave：
海面水位である。 
 
(3)汀線変化の過去再現計算 
 上述したモデルを用いて，波崎海岸，表浜海岸，Ocean Beach において汀線変化の過去再現
計算を行った。再現計算に用いた地形観測データの期間は，それぞれ 1986 年～2006 年（波崎
海岸），1999年～2013年（表浜海岸），2004年～2016年（Ocean Beach）である。波崎海岸では
休日を除くほぼ毎日の観測が行われており，表浜海岸では週に 1 回程度，Ocean Beach では月
に 1回程度の観測が行われている。再現計算のタイムステップはいずれも 1日であり，それぞ
れ 1日ごとの平均沖波エネルギーフラックス，平均海面水位を入力値として計算を実施した。
波浪データには観測値のほかに，気象再解析データをもとにした波浪推算結果を用い，海面水
位データは近隣の検潮所の観測値を基本とした。モデルパラメータは過去の汀線変動を最も良
く表すようにキャリブレーションし，各海浜におけるパラメータの値からモデルの汎用化に向
けた情報を捉えた。 
 
(4)気候変動に伴う汀線変化予測とリスク評価 
 将来の波浪と海面水位のシナリオデータを作成し，キャリブレーションされたモデルによっ
て波崎海岸および Ocean Beachにおける今世紀末までの汀線変化を予測した。予測計算におけ
るタイムステップは再現計算と同様に 1日とした。また，波崎海岸においては，波の遡上高を
もとに将来の浸水確率を求めることで，気候変動による影響を評価した。 
 
４．研究成果 
(1)汀線位置の再現計算によるモデルの検証 
 本モデルを用いて計算した波崎海岸の汀
線位置は良好な再現結果を示しており（図
-2），特に H.W.L.付近の地形変化に対して適
合度が高かった。一方で，H.W.L.よりも低い
場所の地形変化に対しては適合度が低く，本
モデルでは再現できない複雑な地形変化が
生じていると考えられた。また，本モデルで
考慮されていないメカニズムによって長期
的な堆積や侵食が生じており，それらの要因

についてはさらなる検討が必要である。 
 同様に，表浜海岸と Ocean Beachにおいて
も再現計算を行った結果，非常に良好な再現
結果が得られた（図-3）。最適なパラメータ
決定の手法やパラメータを粒径や潮汐差等
の物理指標と関連付けるモデルの一般化に
ついてはまだ十分な成果が得られていない
けれども，観測データを有する海浜において
は，良好な過去再現が可能であり，本モデル
を用いて将来予測を実施する上では大きな
問題は生じないと考えられた。なお，本モデルは岸沖漂砂による地形変化を再現するモデルで
あることから，沿岸漂砂が卓越する海岸においては，沿岸漂砂による地形変化の影響を除いた
上でモデルを適用する必要がある。そのため，沿岸漂砂と岸沖漂砂による地形変化を分離する
手法についても十分に検討する必要がある。 
 
(3)将来予測結果およびリスク評価 
 将来の平均波高が 3%減少し，超過確率 1%の波高（極大波相当）が 15%増加するとともに，
100 年間の海面上昇量が 59cm となる将来シナリオに対する波崎海岸の将来の汀線位置の予測
結果（図-4）は，50 パーセンタイル値で汀線が約 10m 後退する（侵食が生じる）ことが示さ

図-2 波崎海岸における汀線位置の観測値
（黒）と計算値（赤） 
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図-3 Ocean Beach における汀線位置の観
測値（青）と計算値（赤） 

 



れた。同時に，極大波高の増大によって一時的に
顕著な汀線の後退が生じており，これまで経験し
たことのない侵食が生じることが予測された。ま
た，Ocean Beachにおける同様の検討では，150cm
の海面上昇が生じるシナリオを用いた場合，波崎
海岸と同様の約 10mの汀線の後退が予測され，海
岸によって影響の大きさの程度が異なることが示
された。この予測結果については，まだ予測精度
における課題が残っているものの，本研究によっ
て汀線変化の将来予測手法が確率で切れおり，今
後の全球予測において重要な発展となった。 
なお，この汀線位置は現在の基準水面における
汀線位置であることから，基準面の上昇によって
実際の海岸線はより陸側に位置する。将来の波の
遡上高も基準面の変化と波浪の変化によって現在
とは大きく異なると考えられる。図-4に示す波の
遡上高を地形変化と併せて考慮し，波崎海岸にお
ける波の遡上に伴った浸水域を求めることで気候
変動による影響を評価した（図-5）。その結果，現
在では80年間に1日程度しか波の遡上が到達しな
い場所（基準線-70m）においても，将来は 1年間
に 3.2 日も波の遡上が到達するようになることが
示された。つまり，海面上昇によって水際線が陸
側に移動すると同時に，気候変動に伴った海岸侵
食が生じることで，海浜における沿岸災害リスク
は大きく高まると考えられた。 
 海面上昇は全球的に生じるものであることから，
全球の多くの海浜において汀線の後退が生じると
考えられる。波候変化については，全球の多くの
海浜においても海面上昇と比較して影響は小さい
と考えられるが，極大波によって一時的に生じる
汀線の大幅な後退は，沿岸災害を引き起こす可能
性があることから，極大波高が増加すると予測さ
れている海岸においては，特に海岸管理上の注意
が必要である。将来においては，気候変動によって今まで発生したことのない規模での海岸侵
食，水際線の後退，波の遡上が生じることが懸念され，今後適応策を早急に検討していかなけ
ればならない。 
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図-5 波崎海岸の現在と将来における
各基準線における波の遡上の超
過確率 
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